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第１１6号 原発事故避難者通信 

終戦 77年―侵略戦争から継続する傀儡的統治の姿を見ました 

―憲法を大切にし、誠実で毅然として主権と人権を守る日本政府を求めるー 

 

 

本日 8月 15日は敗戦 77年になります。 

敗戦この方、政府は正々堂々と振る舞ったのでしょうか？ 

今回は，日本政府は独立国として主権を持ち続けようとしているのか？ 

日本国憲法の下に基本的人権を守ろうとしてきたのか？ 

復帰 50年の沖縄返還問題を再確認すると共に国のあり方を問います｡ 

 

 

（太平洋戦争開戦） 

太平洋戦争（1941年 12月 8日開戦）は英領マレーシャへの侵攻と真珠湾攻撃と

いう武力行使が先行した。曖昧な表現で「『最後通牒』が遅れた」と表現されて

いるが大日本帝国が用意したのは単なる「日米交渉の打ち切り通告」であり、国

際ルールである宣戦布告の通知ではなかった。イギリスに対してはどう通告さ

れたか私は知らない。 

正々堂々と振る舞い、国際的ルールを守る毅然とした誠実さに欠けた（むしろ卑

劣な）大日本帝国の振る舞いは、日本国となった敗戦後の政治姿勢に底通する。 

 

（日本国内の地上戦） 

太平洋戦争国内の地上戦であった「沖縄戦」は一撃講和論の後で戦われた（1945

年 3月～）。大日本帝国軍（皇軍）のメンツの犠牲だ。 

昭和 20 年（1945 年)2 月 14 日、近衛文麿元首相が宮中に参内し、昭和天皇に

「最悪なる事態は遺憾ながらもはや必至なりと存ぜられる。一日も速やかに戦

争終結の方途を構ずべきものなりと確信する」と言上。それに対し、昭和天皇は

「もう一度、戦果を挙げてからでないと、 なかなか話は難しいと思う」と述べ

たという。 一撃講和論の典型的表れである。「義は山嶽より重く死は鴻毛より軽

しと心得よ」と諭された（軍人勅諭）「臣民は軍事的消耗品」の時代であり、帝

国は武力上のメンツにこだわり、1945 年 2 月 14 日以降，無条件降伏までに、

沖縄の地上戦が戦われ、主要都市の大空襲が繰り返され、広島と長崎に原爆が落

とされたのだ。 

 

（戦争犯罪の土地取り上げ米軍基地作り） 

国際法に違反した戦争犯罪である「土地接収」で米軍基地が作られ，サンフラン
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シスコ体制で維持された。安保改定の時にはまさに主権無き「日米地位協定」が

締結され，植民地状態が合法化された。 

 

（日本国憲法施行（1947年 5月 3日）） 

「国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し・・」

と主権在民が明確化された。 

憲法前文（出だし） 

「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらと

われらの子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自

由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることの

ないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲

法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権

威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民が

これを享受する。」 

 

（沖縄の割譲を希望する天皇メッセージ） 

1947 年 9 月、米国による沖縄の軍事占領に関して、宮内庁御用掛の寺崎英成を

通じてシーボルト連合国最高司令官政治顧問に伝えられた天皇の見解をまとめ

たメモが、何と憲法では政治的権能のない「象徴」とされた天皇が沖縄の軍事占

領継続を申し出たのである。 

「 内容は概ね以下の通りです。 

（１）米国による琉球諸島の軍事占領の継続を望む。 

（２）上記（１）の占領は、日本の主権を残したままで長期租借によるべき。 

（３）上記（１）の手続は、米国と日本の二国間条約によるべき。 

 メモによると、天皇は米国による沖縄占領は日米双方に利し、共産主義勢力の

影響を懸念する日本国民の賛同も得られるなどとしています。」（沖縄公文書館） 

 

（敗戦国として毅然と国際ルールを主張すること無き片面講和） 

サンフランシスコ条約（1951 年 9 月 8日） 

（北方領土） 

二条ｃ） で歴史的にも国際法上でも（「千島樺太交換条約（1875年）」）認知さ

れるべき千島列島等の放棄を謳う。 

「日本国は、千島列島並びに日本国が千九百五年九月五日のポーツマス条約の

結果として主権を獲得した樺太の一部及びこれに近接する諸島に対するすべて

の権利、権原及び請求権を放棄する。」 
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（北緯 29 度銭以南の諸島を信託統治制度下に） 

第三条 で沖縄などを米施政権の下に置くことを強制 

「日本国は、北緯二十九度以南の南西諸島（琉球諸島及び大東諸島を含む。）

孀婦岩の南の南方諸島（小笠原群島、西之島及び火山列島を含む。）並びに沖

の鳥島及び南鳥島を合衆国を唯一の施政権者とする信託統治制度の下におくこ

ととする国際連合に対する合衆国のいかなる提案にも同意する。このような提

案が行われ且つ可決されるまで、合衆国は、領水を含むこれらの諸島の領域及

び住民に対して、行政、立法及び司法上の権力の全部及び一部を行使する権利

を有するものとする。」 

（占領軍は 90日以内に撤退、ただし二国間協定・・・） 

沖縄などの処分指針が 3条で示されたが、占領軍を撤退させることが具体的に

決められているのが 6条である。「個々に日本と二国間協定などが結ばれた場

合は駐屯あるいは駐留を妨げるものではない」趣旨が盛り込まれている。 

驚くことに、日本主権者はおろか国会議員さえ知らされていない「「日米安保

条約」が吉田茂首相ただ一人の署名でサ条約と同時に締結されているのだ。こ

の安保条約により，米軍は継続して沖縄に駐留し沖縄を支配できるように仕組

まれたのだ。 

「第六条 （ａ） 連合国のすべての占領軍は、この条約の効力発生の後なる

べくすみやかに、且つ、いかなる場合にもその後九十日以内に、日本国から撤

退しなければならない。但し、この規定は、一又は二以上の連合国を一方と

し、日本国を他方として双方の間に締結された若しくは締結される二国間若し

くは多数国間の協定に基く、又はその結果としての外国軍隊の日本国の領域に

おける駐とん｛前２文字強調｝又は駐留を妨げるものではない。」 

（「日米安保条約」締結ーまさに傀儡） 

上記のとおり、日米安保条約は吉田茂首相が文字通り単一人として署名した。 

この行為は憲法により新生日本の主権者となった国民を根本から裏切るもので

ある。憲法の下に主権者となった新生日本に対してはまさに「真珠湾先制攻撃」

に匹敵する先制的破壊攻撃である。 

「真珠湾」と異なることは，「宗主国アメリカ」が居て、そうさせていることだ。

これは大日本帝国に対する満州国の関係なのである。 

特記すべきは日本政府の「満州国政府ぶり」は現在もより強固に続いていること

である。 
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（60 年安保改定とケネディーライシャワー路線―米政権の直接的日本改造戦略） 

1960 年の安保改定に当たっては、主権者は当然のことであるが、彼のように結

ばれたいきさつからして、大半の国民が反対した。しかし岸内閣は辛うじて改定

にこぎ着けた。 

しかし米政府は日本の「統治状態」に危機感を抱き，根本的に（政治的文化的経

済的社会的に）日本改造計画を立てた。１９６０年安保を総括して執られた「ケ

ネディーライシャワー路線」では日本統治のための基本戦略は政治、労働運動、

平和運動、民主運動、学者等のあらゆる「反対勢力」に優遇、経済援助と懐柔の

手が差しのばされた。統治のキーポイントは「共産党の孤立化」であり、徹底し

た「反共」が適用され「我々は何年かかってもやり遂げなければならない」とい

うアメリカの総合戦略が取られた。 

20年がかりで政治的にもこの日本大改革戦略は成果を見、「共産党を相手にせず」

の社公合意がなされた。ライシャワー言明のように「自民党が凋落したときに政

権が変わっても同じ内容の政策」が維持されるようになった。1980 年以降の日

本の社会状況はこの基本線で動いてきた。 

唯一野党共闘が保たれたのは､長い間米軍支配下に於いて祖国復帰を運動して 

きた沖縄だけであった。今日のオール沖縄の土台を形成している｡ 

アメリカのこの様な長期に渡る日本改造努力があり、日本の傀儡政治は生き延

びている。 

 

（公教育に於いては「主権者を育てる教育」は根本から破壊されてきた） 

傀儡政治は、自己の利権を強烈に維持しつつ，宗主国の意のままに操られる。そ

こでは主権者の人権、主権国としての誠実さは放棄される。 

1958 年の「国旗を掲揚し君が代を斉唱することが望ましい」という一見当たり

前に見える学習指導要領の改定があり、以来 60年に及ぶ教育の変質がなされて

きた。 

「学習者の能力を全て開花させるお手伝いをする」という近代教育の基本を放

棄させることだった。この近代教育の放棄は、児童生徒が「なるほど，この知識

はこの様に役に立つのだ」という「納得する」ことを追求せず、「先生の言うと

おりにしなければ、受験に失敗しますよ」という詰め込み学力が主体化されたの

だ。 

「ものごとをありのままに客観的に把握することが出来る」、「自分はそれをど

のように考えるかと考えることが出来る」、「考えた結果自分の行動は自分で決

定できる」という主権者としては必須の基本的思考能力/対応能力を育てないで

むしろ逆に『お上に従属できる』「人材」（決して基本的人権を伴う人格ではない）

を養成することだった。 
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斯くして日本の教育は教育にあらず､まさに「服従教育」であり、如何に「主 

権者の自覚を捨てるか」にあるかのような支配が貫かれてしまった。 

この教育に席巻されてしまった方の行為が「若者ほど投票率が低い」等に現れ、

他ならぬ投票日に「人を殺せば死刑になれる」という事件が勃発したのは脅威だ

った。 

我々市民は今の具体的課題を共有し学び，主権者としての実力を身につけるこ

とによって、政治を「傀儡」のなすままから開放できる。これをやりましょう！

沖縄問題はまさに日本全市民の課題だ。 

 

 

（27 年間の米軍による植民地的支配） 

沖縄上陸と同時に日本の権限停止と占領の開始を告げる「ニミッツ布告」が出さ

れ，サンフランシスコ条約でそれが継続された。国際法に反する土地強制接収が

進み、ジェット戦闘機墜落、トレーラー落下等の事故、米兵による殺人強盗少女

暴行等の犯罪が無権利状態に置かれた沖縄の人々を襲った。沖縄の住民は「島ぐ

るみ闘争」などで基本的人権の保障を目指し，50 年前に日本への施政権返還を

果した。日米の支配体制を動かした沖縄住民の非暴力であきらめることのない

結束は歴史に特記される価値がある。 

しかし密約事項は今も生き続け、「米軍基地」「日米地位協定」は沖縄住民の基本

的人権を侵し続ける。例えば、米軍貯油施設からのフッ素化合物の汚水が周辺住

民地区の井戸などで検出。日本の暫定基準の 1700倍。検査も公表も自由にでき

ない。 

 

（本土並み復帰の県民意思と核密約） 

沖縄の復帰に闘争に於いて県民は「米軍基地も核もない沖縄」を主張したが、佐

藤/ニクソンによる核密約が取り交わされた 

沖縄返還にあたっては核兵器撤去と日米安全保障条約の適用を意味する「核抜

き・本土並み」が条件とされていたが、米側は日本や極東の有事の際には米側は

「日本と事前協議を行った上で、核兵器を沖縄に再び持ち込むことと、沖縄を通

過する権利が認められることが必要だ」と要請、佐藤政府は「事前協議が行われ

た場合、遅滞なくこれらの必要を満たす」と応じた（若泉敬，密約文書は佐藤栄

作遺族保管）。斯くして密約が交わされ、有事にいつでも核兵器が持ち込める米

軍基地温存が確定した。沖縄処分の結節点のことごとくで、日本政府は主権者を

裏切って傀儡ぶりを発揮したのだ。 
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（基本的人権を大切にしないで、「武力により日本を守る」などという政治を

許してはいけません） 

①日米地位協定の見直しは主権国家ならば直ちに実施すること。 

②核抜き本土並の沖縄の実現を図るべきだ 

③辺野古基地の建設は止めるべきだ。軟弱地盤への施行など物理的不可能を承

知で行う地方自治体の権限無視は直ちにストップするべきだ。 

④台湾有事に石垣島等南西諸島にミサイルが配備された。奄美大島、石垣島、

宮古島等への「敵基地攻撃能力」であるミサイルが配置され，自衛隊配備が進

んでいる。前線基地の最新の攻撃能力の高いミサイル基地が破壊対象となるの

は必定である。 

再び「日本防護」のために沖縄/南西諸島住民が犠牲にされようとしている。 

⑤地震国日本に原発が満ちている。きわめて過小評価の政府でさえ、福島原発

事故で広島原発 168発分の放射能が放出された。この状態で「武力で日本を守

る」などと叫ぶのはまさに自殺行為だ。「核共有」「憲法 9条改定」等は日本の

『大日本帝国並』の軍国化を進める道であり、良識ある日本住民は望まぬとこ

ろである。 

「唯一の戦争核被害者である日本住民は核兵器禁止条約を締結することを望

む。 

「核の共有」「敵基地攻撃能力」など全て今の憲法で禁止されていることを実

践化する「傀儡の棄民ぶり」は誠実で平和希求の日本有権者の希望するところ

ではない。 

誠実で毅然と主権を発揮できる政府への改造で切り抜けましょう。 

 

主権国として主権を正々堂々主張し，普遍的原理である基本的人権を誠実に大

切にすることを日本政府に望みます。人権、諸権利に基づいた政治を望みま

す。 

私たちは卑劣な振る舞いに堕す政府を持ちたくありません。沖縄返還 50年で

痛切に思います。 

貧乏しても、平和で、人々が信じ合あえる，優しく支え合える，一人一人が大

切にされる社会を望みます。 

 

（憲法に則る誠実な政治を取り戻そう。子孫に顔向けできない米国の卑しい傀

儡政治を止めて，明治憲法への復帰では無く現憲法を誇り高く掲げる社会、日

本人として胸を張って主権国であるといえる、人間の誇りと一体となった，自

分の誇りと合体した、「祖国」と呼べる日本を取り戻そう） 
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安倍元首相が暴漢に襲われてから、集団結婚や霊感商法で社会的違法行為の

数々を働いた旧統一教会（＝勝共連合）と自民党などとの関わりがやっと報道

された。 

統一教会＝勝共連合の話をする時にはアメリカの CIA の日本の裏の政治支

配ネットを語らねばならない。属国に当たる国等の属国側の米政治執行者のこ

とを「strong man」と呼ぶそうだが、岸信介、笹川良一（CIA エージェン

ト）、安倍晋三らがそれだったようである。もちろん文鮮明もそうであった。 

ケネディーライシャワー路線が定着し始めた頃、1968年に岸信介と文鮮明が協

力して勝共連合を作った。最初の統一教会の日本支部の住所は岸信介宅（渋谷

区南平台）であった。それ以来，岸信介、安倍晋太郎、安倍晋三と親子 3代にわた

って統一教会ー勝共連合の政界窓口が受け継がれた。組織的には自民党清和会

（安倍派）が直接関わる。現在判明しただけで、与党だけでなく野党も含めて

国会議員 112人が旧統一教会に関わっているという（日刊ゲンダイ）。 

 一連の情報の中で，一番闇の世界の本質を突いている記事は次のものだ。 

 霊感商法などで多くの逮捕者を出した 「2009 年の『新世』事件後、統一教会の

責任者が、自分たちの機関誌の中で何と言ったか。 『こういう違法な行為を今後行わな

いようにする』と言ったのではないんです。 『私たちの反省』としてあげたのは、『政治家

とのつながりが弱かったから警察の摘発を受けた』と。『今後は、政治家と一生懸命つな

がっていかなきゃいけない』（渡辺弘弁護士談）という記事だった。 

政治家とのつながりが強くなったらどうなったか？憲法改悪が明治憲法復活

を目指す内容まで一致している自民党と旧統一教会である。思う存分の便宜取

り計らい、権力行使、裏金取引、違法な組織的人員的労力提供等々何でもあり

だ。要するにそういう関係を相互に求めて日本の傀儡ぶりと権力政治の闇を深

めたのだ。しかもそれが日本政治の主流であるのだ。 

安倍元首相が何を行ったか？国会や事務当局の私物化、民主主義の上でヒス

ウナ「約束事」の反故化。権力統制。118回の虚偽答弁を行ったという「桜を

見る会」（嘘を言ったという理由で閣内からの批判も噴出して首相を降りざる

を得なくなった英国が何と「立派にみえることか！」。モラルなど一切問題に

しない言語無用の権力政治が表舞台で堂々とまかり通る政治を行った。三権分

立を台無しにした。憲法 9条で規定される武装問題海外武力行使問題等を「閣

議」で通すという無法ぶり。要するに武力行使と何ら変わらない権力行使を表

舞台で走らせた「組織的暴力者」と言うべき人物である。 

国葬すると言うが，国の信義を、権威を、誠実さを、破壊した人物だ。これ

を国葬するとは日本政治の卑劣漢ぶりを示すに適したやり方か？しかし、唯一

先例である吉田茂が国の主権をアメリカに支配される屈従に置き換え、反共の
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不沈空母として沖縄を売り渡した傀儡であることを思うと，この点では見事な

一致を見る。 

とにかく組織暴力といえる行為を働いた者のありのままの姿を主権者はきち

んと見るべきであると思う。それなくしてはこの節の悲願としてのタイトルは

実現できない。 

矢ヶ﨑克馬 （つなごう命の会 2022年 8月 15日） 



第 116号 原発事故避難者通信 敗戦記念日 

     皆々様 お元気でいらっしゃいますか？BCCで失礼します。 

（1）蔦谷楽さんが特別企画展をやっています。日米で原爆被害を語っている

美術家です。今回のテーマは「放射能の隠蔽の歴史」。実に特異な取り組

みです。是非ご覧ください。 

丸 木 美 術 館 
https://marukigallery.jp/5388/ 
特別企画展 

蔦谷楽 TSUTAYA GAKU  
WARP DRIVE 

開催日： ～10 月 2 日（日）まで 
 

蔦谷楽はニューヨークを拠点とし核の歴史的悲劇をテーマ

として日米両国でのリサーチやインタビュー、またアーカ

イブの研究を通して、制作活動を続けてきた。核問題は日

本で語られる物語とアメリカのそれでは大きく違うところ

もあれば、共通点もある。蔦谷はその両方に目を向け耳を

傾け、国境を超えて共有されるべき物語を美術作品として

構築しようと模索する。多様な社会的役割をもった核被害

者や関係者たちを深く観察し、既存の意味や理解を超えよ

うとする—それは、繰り返し語られてきた歴史物語を戦後

77年経った時代にもう一度語る上で、在米日本人アーティ

ストとしての蔦谷個人としての挑戦でもある。戦争を知ら

ない世代が戦争を自分たちの問題として抱えるための新し

い物語、それが蔦谷の作品の根幹となっている。 

下記 URLに紹介されています。（コピーして貼り付けて 

下さい。） 



https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220809/k100137 

59451000.html?fbclid=IwAR0BIYqTKueUib5iQ-

0cPM8DOvCkIsc5uFbnJ0SD50sLmw8TRxbBkzjjjb8 

蔦谷楽 さんが 「つなごう命の会」に投稿しました.  

現在、原爆の図丸木美術館にて個展をやっている蔦谷楽で

す。 

2年越しで作った核兵器の歴史を描いた作品では、放射能

の隠蔽の歴史に焦点を当てており、矢ヶ崎先生にもインタ

ビューさせていただき,アドバイスをいただきました。 

長崎に原爆が投下された８月９日に NHKの「おはよう日

本」で展覧会と長崎でのリサーチの様子が紹介されまし

た。 
 

（2）沖縄・今帰仁村民の「18 才住民名簿の自衛隊への提供を

謝罪し、今後しないと誓約する」こと等を求めた署名にご

協力下さい！ 

今帰仁村は海洋博公園近くの自治体です。村民は寝耳に水で，新聞報道で驚愕

した状態です。村長に対する申し入れ文（および署名呼びかけ文書）を下記に

示します。どちらにいらっしゃる人でも構わないようですから署名および署名

呼びかけに，ご協力下さい。 

賛同される方は， 

（1）インターネットで氏名および住所を<yagasaki888@gmail.com>にお届け下

さい。 

（2）署名用紙に署名し賛同者を募っていただける方は次の URLから署名用紙

をダウンロードし，記載された署名は連絡先の村上氏（090－6347－9473）に

電話し、送り先などをお確かめ下さい。 

署名用紙 URL https://a1c898cd-b490-4d6f-90d1-

75c97b83917d.usrfiles.com/ugd/a1c898_61d6ef520a36428684e4e543ad

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220809/k100137
mailto:yagasaki888@gmail.com
https://a1c898cd-b490-4d6f-90d1-/
https://a1c898cd-b490-4d6f-90d1-/


7cb90e.pdf?fbclid=IwAR0YNZDe3OskEz7CHdzWVp31gMuQ-

Ft425S9OzGiODT2cRCXN6UsZOkato4 

今帰仁村 村長 久田 浩也 様 
１８歳住民名簿を自衛隊に提供したことへの申し入れ 
                      令和 4 年９月６日 
呼びかけ人：田港朝茂、與儀常次、大嶺秀恭、垣花勝行、内間繁

樹、伊藤やよい、村上勝三 
連絡先：090－6347－9473（村上） 
申し入れ内容 
１８歳住民名簿の自衛隊への提供を謝罪し、今後しないと誓約する

こと 
 ２０２２年７月１９日の「琉球新報」によれば、今帰仁村は「自衛官

募集のために１８歳を迎える住民の名簿を自衛隊に提供した」とさ

れる。今帰仁村は、２０２０年度まで、このようなことをしていなかっ

た。役場に「非核平和宣言の村」という看板を掲げている今帰仁村

が、なぜ２０２１年度から、名簿を自衛隊に提供しはじめたのか。村

民がこれを認めたわけでも、村民にその説明がなされたわけでもな

い。私たちは「琉球新報」紙上でこのことを知り、驚愕した。この名簿

提供により、村当局が、民主主義にも、村の自治にも反して、住民

を戦争へと向けようとしていると思われても致し方あるまい。 
 私たちは今帰仁村による１８歳を迎える住民名簿の自衛隊への

提供に反対し、今後このようなことがなされないことを要求するとと

もに、この措置に対して謝罪することを村長に求める。 
 その理由は、主に次の３点に纏められる。 
１）個人情報の提供を本人の同意なしに提供することの違法性が指

摘されていること。 
２）対象住民が自衛隊への情報提供を希望しない場合の措置がと

られていないこと。 
３）「非核平和宣言の村」という今帰仁村の伝統的総意を破り、平和

への村民の意思に反したこと。          以上 
今、日本政府は台湾問題、北朝鮮問題に軍事的に対応する「南西諸島への敵

基地攻撃能力ミサイル配備」を強行しています。軍事費も 5年で倍加するとし

ています。沖縄戦の例を持ち出すまでもなく，軍が侵略軍であろうと，敵の攻

撃に対応する戦闘であろうと，武力主義による対応を図ろうとする限り、住民



が戦争の惨禍に巻き込まれることは必然的です。ウクライナも「侵略されたか

らには武力で対応する」とし、民間施設を軍事利用し、戦闘力強化を米英 NATO

にもとめています。住民がますます戦争の惨禍に巻き込まれています。私は

「一刻も早く停戦協定を国連上げて結ばせるべきだと主張していますが、穀物

の国外移出には合議できるのに肝心な停戦協定が模索されようともしません。

対応の焦点を「人間存在の安全保障」に於くべきです。 

今非常に危険な状態を日本は滑り降りようとしています。沖縄をはじめとして

日本は全土「反撃能力：敵基地攻撃能力」の要塞となります。自衛隊はアメリ

カ軍の指導下に海外でも戦争行為ができる「集団的自衛権」を閣議決定してい

ます（安倍内閣、2014年）。ウクライナ問題でも完全に米国屈従路線で，米国

の核の傘陣営（NPT）で「核兵器禁止条約」の言及は何も無い等徹底的米軍追

随（傀儡）政策が日本の「憲法 9条」の改悪で完結されようとしています。 

 この署名はその様な状況の中で「人間存在の安全保障」を今実践し

ようとする意味に於いて、非常に大事な精神の証明になります。ご協力あれば

幸甚です。 

 

（3）終戦記念日の所感は添付ファイルに致します。 

 侵略行為の武力主義に陥った天皇制帝国軍は「宣戦布告」のルールを破っ

て，不意打ちを食らわせました（1941年）。パールハーバーであり、英領マレ

ーシャへの侵攻です。 

 敗戦後は，基本的人権を元とした「主権在民」を謳った日本国憲法を保持し

たにも拘わらず，1962年のサンフランシスコ条約は，何と反共のための米国を

宗主国とした傀儡国家の体制を世界に宣言しました。そのために時の首相吉田

茂は国会にも諮らずもちろん誰一人の国民にも相談すること無く、米軍を沖縄

に留める（沖縄を反共軍事要塞とする）ための「日米安保条約」をたった一人

で署名する「売国：売主権者」奴の醜態をさらしたのです。戦後の出発はこの

様に惨めで，この惨めさは今はいっそう深くなり深刻さが増しているのです。 

日本の「主権者」は改めて、嘘や買収に（惨めさに）満ちた腐敗政治を根絶

し、尊厳ある「日本の国」、「人間存在の安全保障ができる国」を

強烈に意識すべきです。 

 

                   矢ヶ﨑克馬 2022年 8月 15日 
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